
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　採用・退職者の状況

ア　採用試験の結果（令和６年度）

イ　事由別退職者数

須賀川市人事行政の運営等の状況について

　人事行政を運営する上で、公平性と透明性を保つため、「須賀川市人事行政の運営等の状
況の公表に関する条例」に基づき、本市職員の定数、給与、勤務条件等に関する概要をお知
らせします。

 （注）令和６年度に実施した採用試験の結果とその試験により採用した職員数です。

 （注）令和6年4月1日から令和7年3月31日までに退職した職員数です。（派遣職員、指導主事を除く）

区　分 定　年 勧　奨 自己都合 死　亡 懲　戒 合　計

一般行政職 9 4 9 0 0 22

技能労務職 0 0 0 0 0 0

合計 9 4 9 0 0 22

採用予
定人数

1次試験日
受験

応募者

1次試験
受験者
（A）

1次試験
合格者

最終
合格者
（B）

競争率
（A）/（B)

一般行政 4人程度 30 25 9 2 12.5倍

土木 1人程度 1 1 0 0 ―

保健師 2人程度 8 8 6 1 8.0倍

一般事務 4人程度 17 17 12 5 3.4倍

電気 1人程度 2 1 1 1 1.0倍

土木 1人程度 1 1 0 0 ―

電気 1人程度 2 1 1 0 ―

一般行政 5人程度 12月8日(日) 56 55 19 14 3.9倍

高校卒程度 9月29日(日)

9月29日(日)

社会人経験

区分

大学卒程度 6月16日(日)



（２）　職員数の推移
ア　部門別職員数の状況

1　定員管理調査における職員数を記載しています。

2　[　]内は、条例上の定数の合計です。

3　定員管理上、その他（国民健康保険事業、介護保険事業）は公営企業等会計部門に含まれます。

イ　職員数の推移

ウ　年齢別職員構成の状況 （令和7年4月1日現在）

（令和7年4月1日現在）

4　普通会計とは各地方公共団体の多様な会計範囲を比較・掌握するため、総務省が定めた統一基準により各地方自治体
　が用いる統計上の会計区分のことです。

（注）　定員管理調査における職員数を記載しています。

（注）
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計

職員数
（人）

3 19 45 66 83 60 42 56 75 68 50 32 599

区分
部門 R7 R6 増員数 減員数 増減

議会 7 7
総務 161 155 6 6 病休者の人事部門引き上げ等
税務 37 37
民生 117 119 2 ▲ 2
衛生 39 38 1 1 岩瀬地区の保健センター業務増強

労働 1 1
農林水産 30 30
商工 24 24
土木 47 48 1 ▲ 1 道路河川課減員
小計 463 459 7 3 4
教育 78 80 2 ▲ 2 円谷英二ミュージアム減員等
小計 78 80 0 2 ▲ 2

541 539 7 5 2
水道 16 19 3 ▲ 3 事業量減少
下水道 18 19 1 ▲ 1 事業量減少
その他 24 24
公営企業等会計部門計 58 62 0 4 ▲ 4

599 601 7 9 ▲ 2
[680] [680]

主な増減理由

一般行政
部門

普通会計計

特別行政
部門

職員数 職員増減数

公営企業
等会計
部門

総合計

R2 R3 R4 R5 R6 R7
一般行政 426 424 421 457 459 463
教育 112 112 110 78 80 78

普通会計部門計 538 536 531 535 539 541
62 62 62 61 62 58
600 598 593 596 601 599

部門区分

公営企業等会計部門計

総合計



２　職員の人事評価の状況

３　職員の給与の状況

（１）　総括
ア　人件費の状況

（ア）　須賀川市（普通会計決算）

（イ）　上下水道事業（公営企業会計決算）

イ　令和６年度職員給与費決算（普通会計） 　　　　ウ　ラスパイレス指数の状況
　　　（各年4月1日現在）

　平成26年度から人事評価制度を導入しており、人事評価制度に対する理解と円滑な運用を図
るため、全職員を対象とした研修会を実施しています。
　　令和6年度実施状況

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員一般行政職の給与水準を100と

した場合の、地方公務員一般行政職の給与水準を示す指数です。
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住民基本台帳人口 歳出額 人件費 人件費率

（令和7年1月1日現在） Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

人 千円 千円 ％

72,918 35,930,326 6,441,121 17.9

区分

６年度

総費用 職員給与費

Ａ Ｂ

千円 千円 千円 ％

1,770,423 11,832 137,114 7.7

千円 千円 千円 ％

1,993,372 △29,156 139,820 7.0

総費用に占める職員
給与費比率　Ｂ/Ａ

純損益又は
実質収支

下水道

区分 事業

６年度

上水道

対象者 実施済 未実施

人数
（人）

588 564 24

割合 100.0% 95.9% 4.1%
育児休暇、病気休暇等

未実施の事由

給料

2,063,775千円

職員手当

304,657千円

期末・勤勉手当

859,020千円計

3,227,452千円

職員数・・・・ 539人

職員1人当たり給与費・・・5,988千円



（２）　職員の平均給料月額、初任給等の状況

ア　職員の平均年齢、平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

イ　職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

ウ　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

（３）　一般行政職の級別職員数等の状況（令和7年4月1日現在）

1 須賀川市職員の給与に関する条例に定める給料表の職員数です。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

「平均給料月額」とは、諸手当を含まない本給の平均です。（注）

（注）
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１級

平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額
歳 円 歳 円

42.0 330,200 60.4 246,000

区分
一般行政職 技能労務職

須賀川市

大学卒 230,300円 220,000円
高校卒 198,000円 188,000円

一般行政職

須賀川市 国区　　　分

経験年数 経験年数 経験年数
10年 15年 20年

大学卒 290,750円 325,888円 373,300円
高校卒 257,900円 282,550円 328,100円

区　　　分

一般行政職

区　　分 標準的な職名 職員数 構成比
1級 主事・技師 51 人 12.4%
2級 主事・技師 50 人 12.1%
3級 主任 117 人 28.4%
4級 主任主査・係長・主査 115 人 27.9%
5級 主幹・課長補佐 34 人 8.3%
6級 参事・課長 34 人 8.3%
7級 部長 11 人 2.7%



（４）　職員手当の状況

ア　期末・勤勉手当、退職手当（令和7年4月1日現在）

イ　特殊勤務手当

1　手当の種類、名称は令和7年4月1日現在のものです。

2　須賀川市の決算額は、上下水道事業会計を除く全ての会計の合計額です。

参考（須賀川市）

ウ　時間外勤務手当

決算額は、水道事業会計を除く全ての会計の合計額です。（注）

（注）

支給率 期末 勤勉 計
6月期 1.250月分 1.050月分 2.300月分
12月期 1.250月分 1.050月分 2.300月分
計 2.50月分 2.10月分 4.60月分

職制上の段階職務の等級に
よる加算措置

支給率 期末 勤勉 計
6月期 1.250月分 1.050月分 2.300月分
12月期 1.250月分 1.050月分 2.300月分
計 2.50月分 2.10月分 4.60月分

支給率 勧奨・定年
勤続20年 24.586875月分
勤続25年 33.27075月分
勤続35年 47.709月分
最高限度 47.709月分

退職手当

有

国

28.0395月分
39.7575月分

自己都合
19.6695月分

職制上の段階職務の等級に
よる加算措置

有

区　　　　分 須賀川市

47.709月分

期末・勤勉手当

支給実績（6年度決算） 200円

支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 200円

職員全体に占める手当支給職員の割合（6年度）

手当の種類（手当数） 3種類

区　　　分 須賀川市
水道事業
※該当なし

支給実績（令和6年度決算） 146,297千円

職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 297千円

支給実績（令和5年度決算） 148,155千円

職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 303千円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

行旅病人を収容したとき

へい獣等の処理に従事し
た職員の特殊勤務手当

右記の業務に従事した職員
犬、猫等の死骸の処理に従事し
たとき

行旅死亡人等の処理に従
事した職員の特殊勤務手
当

右記の業務に従事した職員
行旅死亡人の処理に従事したと
き

感染症防疫作業に従事したとき 日額

800円

左記職員に対する
支給単価

200円

１回

感染症防疫作業従事職員
の特殊勤務手当

右記の業務に従事した職員

１回

200円１回

3,000円



エ　その他の手当（令和7年4月1日現在）

（５）　特別職の報酬等の状況（令和7年4月1日現在）

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　年次有給休暇について

　 1年において20日の範囲内で付与され、20日を限度に翌年に繰り越すことができます。
また、当該年の中途において、新たに職員となる者にあっては、次の区分により付与さ
れます。

給料・報酬の月額

市長 900,000円 6月期 1.725月分

副市長 696,600円 12月期 1.725月分

計 3.450月分

議長 509,000円 6月期 1.725月分

副議長 451,000円 12月期 1.725月分

議員 423,000円 計 3.450月分

市長 　　給料月額×在職月数×48/100

副市長 　　給料月額×在職月数×30/100

給
　
料

報
　
酬

退
職
手
当

期末手当区分

採用の月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
年次有給休暇の日数 20日 18日 17日 15日 13日 12日 10日 8日 7日 5日 3日 2日

手当名 内容
国の制度
との同異

満16歳の年度初めから満22歳の年度までの子 5,000円
（1人につき・加算額）

交通機関等利用者（片道2ｋｍ以上）

宿日直手当 宿直又は日直勤務に従事した場合 異なる

住宅（貸間を含む）を借り受
け、月額9,500円を超える家賃
（使用料を含む）を支払ってい
る場合

通勤手当
交通用具利用者（片道2ｋｍ以上）

扶養手当

住居手当

課長　49,000円
主幹　39,000円

同じ

異動又は在勤する官署の移転に伴
い転居し、やむを得ない事情によ
り配偶者と別居し、単身で生活す
ることを常況とし、距離制限
（60km）を満たす職員に支給

同じ

月額20,500円以下の家賃
家賃月額-9,500円

月額20,500円を超える家賃【限度額28,000円】
（家賃月額-20,500円）×1/2＋11,000円

異なる

通勤距離2㎞以上～95㎞未満 3,000円 ～67,000円 
異なる

95㎞以上の場合 70,600円     　    

異なる
管理・監督の地位にある職員
（主幹以上）に支給

運賃相当額（支給限度額150,000円）

1回5,600円
（勤務時間が5時間未満の場合は1回2,800円）

支給単価

単身赴任手当
基本額30,000円
距離に応じた加算額8,000円～70,000円

配偶者
満22歳の年度までの子及び孫
60歳以上の父母及び祖父母
満22歳の年度までの弟妹
重度心身障がい者

配偶者
子
父母等

3,000円
11,500円
6,500円

管理職手当

部長　90,000円
次長　72,000円
参事　63,000円



◆ 一般職員の年次有給休暇取得状況（各年1月1日～12月31日）

（注） 一般職の実績です。（嘱託及び臨時職員を除く）

（２）　特別休暇について

◆ 特別休暇の種類

（３）　介護休暇について

（４）　介護時間について

　結婚、出産、選挙権の行使、交通機関の事故その他の特別の事由により、職員が勤務しない
ことが相当である場合、それぞれの事由に応じて与えられる休暇です。

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により2週間以上の期間に
わたり日常生活を営むのに支障がある者の介護を目的として取得する休暇です。
　取得可能な期間は、介護を必要とする事由が継続する状態で、連続する3年の期間内におい
て1日につき2時間以内で必要と認められる期間とされます。
　なお、介護時間により勤務しない期間については、条例の定めにより給与が減額されます。

　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により2週間以上の期間に
わたり日常生活を営むのに支障がある者の介護を目的として取得する休暇です。
　取得可能な期間は、介護を必要とする事由が継続する状態で、通算6月の期間内（分割3回以
下）において必要と認められる期間とされます。
　なお、介護休暇により勤務しない期間については、条例の定めにより給与が減額されます。

Ｒ6 Ｒ5 増減
A B A-B

平均取得日数 12.1日 11.7日 0.4日
取得率 31.4％ 30.5％ 0.9％

休暇の期間

産前8週間（多胎妊娠の場合14週）
産後8週間

14日以内

3日以内

5日以内

1日2回各45分以内

5日以内（体外受精等の場合　10日以内）

7日以内（対象となる子2人以上　10日以内）

1回につき2日以内

親族の区分により1日から10日の範囲内

毎年6月1日から10月30日の期間内において5日以内

5日以内

7日以内

1回につき1日以内

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

1週間の範囲内で、必要と認めれる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

5日以内（要介護者2人以上　10日以内）

夏季休暇

骨髄移植若しくは抹消血幹細胞移植に係る登録又は骨髄若しく
は抹消血幹細胞の提供のための休暇

事　　　由

産前・産後休暇

配偶者の出産の休暇

育児サポート休暇（男性職員の育児参加のための休暇）

つわりのための休暇

育児時間のための休暇（生後1年6月未満）

子の看護休暇（18歳に達する日以後の最初の3月31日ま
で）

生理休暇

出生サポート休暇（不妊治療休暇）

短期介護休暇

結婚休暇

父母、配偶者及び子の祭日

忌引休暇

社会貢献を行うための休暇

災害等により退勤途上における身体の危険回避を事由とす
る休暇

感染症予防法による交通制限又は遮断を事由とする休暇

風水震火災その他非常災害による交通の遮断を事由とする
休暇

風水震火災その他天災地変による職員の住居等の滅失を事
由とする休暇

交通機関の事故等の不可抗力を事由とする休暇

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署へ出頭する
ための休暇

選挙権その他公民としての権利を行使するための休暇



５　職員の休業に関する状況

　育児休業等の取得状況

（１）育児休業承認期間

（２）育児休業取得者数

1
2

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分の状況

（注） 令和6年4月1日から令和7年3月31日までの集計です。

（注） 地方公務員制度実態調査における集計です。

（２）　懲戒処分の状況

（注） 令和6年4月1日から令和7年3月31日までの集計です。

（注） 地方公務員制度実態調査における集計です。

　育児休業は、職員が3歳に満たない子を養育するため、当該子が3歳に達する日まで取得することができるものです。
　部分休業は、小学校市就学の始期に達するまでの子を養育するため1日の勤務時間の始め又は終わりに1日を通じて2時
間を超えない範囲（30分単位）で取得することができるものです。
　なお、育児休業の場合は休業中、部分休業の場合は勤務しない時間が無給となります。

　分限処分とは、公務能率を維持するため、一定の事由がある職員に、その意に反する不利益
な身分上の変動をもたらす処分のことです。　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

（注）

　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問い、地方公共団体の規律と公
務遂行の秩序を維持するための処分のことです。　　　　　　　　　　（単位：人）

　各年度内（4月1日～3月31日）における実績です。

処分の種類

処分事由

0 0 0
16 0 0 16

0 0 0

0 0 0

0 0
0 0 0
16 0 0 0 16

休　職 降　給 降　任 免　職 合　計

勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減
少により廃職、過員を生じた
場合

条例に定める事由による場合

刑事事件に関し起訴された場合

合　　　計

処分の種類

処分の具体的事由

一般服務違反関係 ａ 0 0 1 0 1
公務外非行等関係 ｂ 0 0 0 0 0
収賄等関係 c 0 0 0 0 0

職務遂行中 d 0 0 0 0 0
その他 e 0 0 0 0 0
計　（d＋e） f 0 0 0 0 0

監督責任 g 0 0 0 0 0
0 0 1 0 1

停　職戒　告 減　給 合　計免　職

合　計　（ａ＋b＋c＋ｆ＋ｇ）

道
路
交
通

法
違
反

Ｒ６ Ｒ５ 増減
6 8 ▲ 2
10 4 6
2 2 0
0 0 0
1 0 1
0 0 0
19 14 5

期　　間
6月以下

6月超え1年以下
1年超え1年6月以下
1年6月超え2年以下
2年超え2年6月以下

2年6月超え
計

新規取得 6
R5年度から継続取得 0
新規取得 13
R5年度から継続取得 0

男性職員

女性職員

育児休業取得者数
人数

区分
令和６年度中に新たに育児休業が取得

11

13

可能となった職員数



７　職員の服務の状況

（１）　服務の根本基準

◆ 職務専念義務免除の状況（令和6年度）

（２）　服務規律の確保

◆ 令和6年度における服務通達　・・・　1回

８　職員の退職管理の状況

市民の期待に応える職員となるためには、市民に奉仕する立場を忘れず、公益の実現に
努め、公正に職務を遂行することが重要です。

本市では、職員一人ひとりが常に服務上の規律を遵守し、公務の信用を高めるため、自
己を律するとともに、機会をとらえて服務規律の確保に関する通知を全職員に対して行っ
ています。

服務とは、職務を遂行するに当たって職員が守るべき義務ないし規律であり、地方公務
員法において第30条から第38条までに規定されています。
　憲法第15条第2項では、
「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない」と規定しており、こ
れを受けて地方公務員法第30条では、地方公務員の服務の根本基準として、「すべて職員
は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、勤務の遂行に当たっては、全
力を挙げてこれに専念しなければならない」と定められています。

(1) 退職管理の概要
　地方公務員法第38条の２の規定により、営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年
間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の職員に対し、在職時の職務に関して
一定の影響力を有することを背景に、離職後２年間、職務上の行為（契約、許認可等）を
するように又はしないように依頼・要求してはならないとされています。
　職員は、再就職者による依頼等があった場合、法第38条の２第７項の規定に基づき遅滞
なく公平委員会にその旨を届け出なければなりません。
　また、依頼等の内容がガスや電気の供給に関する契約など職員の裁量の余地が少ない職
務に関するものである場合は、同条第６項第６号の規定に基づき、再就職者は事前に任命
権者の承認を受けなければなりません。

令和6年10月18日【内容】衆議院議員通常選挙における職員の服務規律の確保ついて（通知）

内容 免除件数

研修 4

厚生に関する計画実施への参加（人間ドック等） 242

母子保健法による検診休暇 64



９　職員の研修の状況

（１）　階層研修

（２）　専門研修

（３）　派遣研修

◆ 令和６年度における職員研修の実績

採用後、一定の期間が経過した時点又は昇任時に、自治体職員として必要な知識や技

能を修得するため、職員に受講を義務付けている研修です。

(2) 届出・申請件数
　ア 再就職者から依頼等を受けた場合の届出　　該当なし
　イ 再就職者による依頼等の承認申請　　　　　該当なし

業務を行う上で必要とされる知識や技能を修得したり、自治体職員としてさらなる資

質向上を図るために、個別に受講する研修です。

自治体職員として高度な知識や技能を修得することを目的とし、各種外部研修機関や
先進都市へ職員を派遣する研修です。

受講者数

庁内研修 85

ふくしま自治研修ｾﾝﾀｰ 114

計 199

専門研修 庁内研修 622

ふくしま自治研修センター 13

研修機関等 1

行政視察研修 3

計 17

838合　計

派遣研修

階層別研修

研修区分



１０　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）　福利厚生制度

ア　安全衛生管理体制
須賀川市職員安全衛生委員会を設置し、職員の安全衛生計画の実践に努めています。
（ア）衛生管理面として

ａ　各種健康診断（人間ドック含む）の実施及び事後指導
ｂ　長時間勤務職員への医師による面接指導
ｃ　メンタルヘルス自己診断の実施
ｄ　メンタルヘルス研修会及びカウンセリングの実施
ｅ　健康相談
ｆ　救急薬品の点検補充
ｇ　安全衛生だよりの発行

（イ）安全管理面として
ａ　公務災害防止の注意喚起及び対応方法の周知活動

　
イ　須賀川市等職員共助会事業

（２）　公務（通勤）災害補償

 令和６年度　公務（通勤）災害認定件数
公務災害 １件
通勤災害 １件

１１　公平委員会の業務の状況

（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況（令和６年度）

ア　係属事案・・・なし
イ　完結事案・・・なし

（２）　不利益処分に関する不服申立ての状況（令和６年度）

ア　係属事案・・・なし
イ　完結事案・・・なし

　地方公務員が公務上の災害や通勤による災害を受けた場合に、その災害によって
生じた損害を補償し、必要な福祉事業を行うことにより、地方公務員やその遺族の
生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする制度です。

ｂ　職場の安全衛生管理状況の実地調査・指導のための職場巡回等の実施

（ア）医療費助成など職員の健康増進及び公務能率向上に資するための、福利厚
　　生全般を実施しています。

（イ）共助会事業は、職員から会費を徴収して運営しています。


